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１．はじめに 

近年，我が国では，少子高齢化や人口減少の進展が問

題視されており，多面的かつ早急な対策が求められてい

る 1)．また，各都市のスプロール化 2,3)や空き家問題 4)へ

の対策など，将来の都市構造のあり方についても様々な

議論がなされている．しかし，このような議論を行うた

めには，第一に，現在の都市構造を把握し，将来の都市

構造を定量的に分析，可視化することが必要となる． 

 一方，昨今では，住宅立地に関する資料のデータ化が

進んでいる．都市計画に関する基礎調査（都市計画基礎

調査）においても，各自治体においてデータ化が進めら

れており，GIS による都市構造の可視化などが行われて

いる．さらに，このデータには，建物個々の位置情報に

加え，種別，建築年，延べ床面積などの詳細な属性情報

が収録されており，都市構造分析や住宅立地の将来予測

などの多様な解析に活用されることが期待されている． 

この都市計画基礎調査データによる住宅立地分析の事

例としては，浅田ら 5,6)の研究がある．この研究では，

札幌市北区を対象に，住宅の「出現・非出現」と「消

失・非消失」の判別モデルを構築し，住宅立地分布の中

期的な予測を試みている．しかしながら，「出現・非出

現」の判定では約 60%と低い精度に留まっている．この

理由としては，分析単位が住宅個々であり情報量が少な

いこと，住宅系以外の建物情報を用いていないこと，過

去の立地履歴を考慮していないことが挙げられる． 

そこで，本研究では，札幌市の都市計画基礎調査デー

タを用いて，上記の問題を踏まえた形で，住宅出現数推

定モデルを開発する．具体的には，分析単位を 4 次メッ

シュとし，過去の住宅立地（出現・除却）履歴やメッシ

ュ内の全建物種別の情報を目的変数として，次年度の住

宅出現数を推定するモデルについて検討する． 

 

2．データ 

 本研究では，札幌市の都市計画基礎調査データのうち，

建物に関するデータを用い，札幌市全行政区を対象に分

析を行う．このデータには，建築年に加え，表-1 に示

すような建物属性情報が収録されており，平成 17 年度

から 19 年度，21 年度，23 年度，25 年度，27 年度まで 2

年間隔で構築，更新されている．これら 6 断面のデータ

を分析に用い，住宅の出現，除却，残存の 3 パターンを

建物 ID の年度間比較により判定した．図-1 に示すよう

に，「出現」は次年度に住宅 ID が出現する場合，「除

却」は次年度に住宅 ID が消失する場合とし，変化がな

い場合は「残存」とした． 

図-2 に各年度の残存住宅及び除却住宅の築年数分布

を示す．残存住宅に関しては，分布の形状に大きな違い

は無いが，右側にシフトしていることから，着々と高齢

住宅が増えていることが分かる．例えば，築年数 40 年

に着目すると，H19 では 1%程度であるが，H27 では約

3%にまで増加している．一方，除却住宅に関しては，

全年度において築年数 40 年前後をピークとした正規分

布になっていることが確認できる．また，このピーク値

は，徐々に右側にシフトしており，除却の対象となる住

宅では，古いものが増加している傾向を示している． 

表-1 メッシュ集計値 

 

 

 

図-1 住宅立地パターンの判定 

 

除却住宅

（ t-2年）

出現住宅

（ t年）

全建物

（ t年）

住宅（数） 住宅（数） 各施設（数）

築年数 - 築年数

実容積率% 実容積率% 実容積率%

実建蔽率% 実建蔽率% 実建蔽率%

延床面積m2 延床面積m2 延床面積m2

敷地面積m2 敷地面積m2 敷地面積m2

建築面積m2 建築面積m2 建築面積m2

道路幅員m2 道路幅員m2 道路幅員m2

駐車面積m2 駐車面積m2 駐車面積m2

各構造（率） 各構造（率） 各構造（率）

地上階数 地上階数 地上階数
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図-2 残存住宅および除却住宅の築年数分布 

  

 

3．重回帰分析による住宅出現数推定 

3.1 モデルの概要  

本研究では，推定精度向上を目的に，空間的な分析単

位を広げ，4 次メッシュ（500m×500m）を用いて，メ

ッシュ毎に建物属性情報の集計を行った（表-1）．これ

らの情報を用いて，重回帰分析により次年度の出現住宅

数の推定を試みる．具体的には，図-1 に示したように，

t+2 年度に出現する住宅数が目的変数となる．また，説

明変数には，t 年度に現存する建物種別（住宅系，商業

系，文教厚生系，工業系）の建物属性平均値，さらに，

本研究の特徴となる過去の立地履歴情報として，t-2 か

ら t 年度に出現，除却する住宅の建物属性平均値を加え

た．なお，分析対象年度 tは平成 23年度とし，他の年度

については今後の課題とする． 

分析対象範囲は，市街化区域であり，建物が存在する

4 次メッシュとする（図-3）．ただし，メッシュ内に住

宅以外の敷地，施設が大部分を占める場合は，モデルの

精度を低下させること，住宅立地推定の目的とならない

ことから，以下の方法で分析から除外した．メッシュ内

における全建物延床面積合計値に対する住宅の延床面積

合計値の割合（住宅占有率）を求めた．図-3 に示すよ

うに，無色のメッシュは住宅占有率が 50%未満であり，

それ以上は 10%刻みで色の濃淡で表現している．50%未

満のメッシュでは，大型の駅や商業施設，公園，河川敷

などが大部分であることが確認できる．したがって，住

宅占有率 50%未満のメッシュは，本研究の目的に合わな

いものと判断し，以後の分析から除外した．              

 

3.2 データセット 

 本モデルの説明変数として用意した情報（表-1）の中

には，目的変数への影響が小さいものも含まれている可

能性がある．そこで，変数選択の手順として，まず，単

相関係数の確認を行った．具体的には，目的変数，説明

変数全てを対数（自然対数）で変換した値も用意し，単

相関係数|0.3|未満の変数を除外した．次に，多重共線性

発生への対応として，説明変数間の相関係数を求め，相

関係数 0.80 以上の組み合わせがある場合は，単相関係

数の低い方を除外した．以上の手順で残ったものを説明

変数（表-2）として採用し，重回帰分析を行った． 

3.3 住宅出現数の要因分析 

重回帰分析の結果を表-3に示す．決定係数は，0.43と

なり，精度は低いため，推定精度の向上には至らなかっ

た．今後，説明変数やモデルそのものについて改善を行

うことが課題となる．本モデルにおいては，幾つかの有

意な説明変数が得られたことから，今後の精度向上を目

的に，住宅出現数の要因，さらに，予測誤差の原因につ

いて調べることとした． 

表-3 に示したように，有意な説明変数としては，t 出

現住宅木造住宅数，log(t 出現住宅数)，log(t-1 除却住宅

数), t 現存文教厚生平均実建蔽率が得られた．まず，

 
図-3 分析対象エリアとメッシュ別住宅占有率 

 

 

表-2 重回帰分析に用いる変数 

種類 変数名 
単相間

係数 

目的変数 log(t+2 出現住宅数) － 

以下，説明変数 

t 年度 

出現住宅 

t 出現住宅木造住宅率 0.36 

log(t 出現住宅数) 0.60 

t-1 年度 

除却住宅 

log(t-1 除却住宅数) 0.33 

log(t-1 除却住宅平均建築面積) 0.31 

log(t-1 除却住宅平均道路幅員) -0.31 

t 年度 

現存建物 

t 現存住宅建物数 0.39 

log(t 現存住宅建物数) 0.54 

t 現存文教厚生平均実建蔽率 0.32 
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log(t 出現住宅数)の標準偏回帰係数は 0.41 であり，前年

度から対象年度に出現した住宅数が多いエリアでは，次

年度も住宅の出現傾向が強いことを意味している．つま

り，この様な傾向のあるメッシュは，住宅立地が盛んで

あり，その流れから以降も住宅が出現する可能性が高い

と言える．t 出現住宅木造住宅率の標準偏回帰係数は

0.09 であり，特に木造住宅の出現が多いと，次年度に住

宅が多く建設されると推測される．一方，log(t-1 除却住

宅数)の標準偏回帰係数は 0.14 を示し，古い住宅の除却

が多いエリアでは，敷地に余裕ができ，新しい住宅の立

地につながるものと読み取れる．以上から，住宅立地の

新陳代謝が良好なエリアは，住宅の増加に進む傾向があ

ると言える．また，今回新たな情報として取り入れた各

種建物データも変数として選出されており，t 現存文教

厚生系平均実建蔽率の標準偏回帰係数が 0.09 を示して

いる．これは，文教厚生施設の中でも比較的建蔽率の大

きい病院などの厚生施設が多いエリアでは，次年度にお

ける住宅の出現が増加することを意味している．このこ

とから，厚生施設が存在する地域は，比較的生活水準の

高い整備が行われているため，新たに住宅の整備もされ

やすいということが読み取れる． 

以上のように，標準偏回帰係数は「t 住宅出現数」と

「t-1 住宅消失数」が最も大きいことから，過去の立地

履歴はその後の住宅出現に大きな影響を及ぼすことがわ

かった．また，住宅以外の建物種別の情報も住宅出現に

寄与することがわかり，今後のモデル改善につながる結

果が得られた．以下では，誤差の大きいエリアの特性に

ついて調べ，今後，採用すべき変数や，分析対象のスク

リーニング方法について考察を行う． 

3.4．誤差の原因 

今回のモデルでは，先行研究で作成した住宅立地判別 

モデルに，新たにデータや分析範囲の拡大を行うことで，

住宅立地判別モデルの「出現」に関する精度の向上を予

測し分析を行った．しかし，今回使用したモデルを評価

する決定係数は「0.43」と予想より低い信頼性を示す結

果となった．住宅出現数の予測値と実測値の関係を図-4

に示す．決定係数が低くなった理由については，今回使

用した重回帰分析と分析対象範囲の設定に原因があると

考える． 

重回帰分析では，使用するデータが正規分布となって

いることが前提となっている．しかし，本研究では目的

変数，説明変数で対数変換を行ったが，それでも正規分

布にならず，モデルへの適用が的確ではなかったと考え

られる．住宅出現に影響を与えている可能性のある変数

が他にも存在しており，それらを変数として抽出出来な

かった可能性が考えられるが，今回使用した重回帰分析

では，変数に制限をかける処理を行うため，そのような

変数をすべて抽出することは出来ない．そのため，モデ

ルの精度向上には，ニューラルネットワークやディープ

ラーニングのような，ノンパラメトリックな手法を用い

て分析を行う必要がある．例えば，生越ら 7)は，RBF ネ

ットワークを用いて，本研究と同じような建物種別属性

値からメッシュ内の滞在人口を推定するモデルを構築し

ている． 

表-3 重回帰分析の結果 

 

P 値：*** : 0％ ** : 0.001%以下 * : 0.01%以下 

 

 

図-4 実測値と予測値  

 

 

 

図-5 予測誤差の空間的分布 

説明変数 標準偏回帰係数 偏回帰係数 P値 有意性

t現存文教厚生平均実建蔽率 0.091 0.005 0.000 ***

t現存住宅建物数 0.042 0.004 0.201

0.168

*

log(t-1除却住宅平均道路幅員) 0.051 0.026 0.387

t出現住宅木造住宅率 0.093 0.251 0.014

log(t-1除却住宅平均建築面積) -0.003 -0.001 0.961

決定係数 0.43

log(t出現住宅数) 0.411 0.429 0.000 ***

log(t-1除却住宅数) 0.141 0.186 0.000 ***

log(t現存住宅建物数) 0.071 0.024

切片 0.000 0.608 1.000

R² = 0.4266
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 次に，分析対象範囲の設定について考察する．本研究

では，住宅占有率から分析対象メッシュを絞り込んだが，

これらの中にはモデルで表現できない外れ値を含むメッ

シュも存在すると考えられる．そこで，住宅出現数の予

測値と実測値の差分（予測誤差）を空間的に可視化し，

それが大きいエリアの特性を明らかにする．多くのメッ

シュでは予測誤差 10 棟となっており，一定の成果が得

られている．しかし，郊外部の地域では，予測値が実測

値を下回るメッシュ（図中青）が顕著であり，逆に予測

値が過剰であるメッシュ（図中赤）も幾つか存在する．

例として，図-5 に示した A のエリアでは，予測値が過

小となるメッシュが集中している．表-4 に示すように，

このエリアでは，前年度除却住宅と現存の文教厚生施設

が 0 に等しく，予測値が過小となる傾向にある．また，

前年度の住宅出現数及び残存住宅数が比較的大きい．実

施にこのエリアを調べると，新しい宅地開発地域であり，

毎年，住宅が出現し続けている地域であることが分かっ

た．また，実測値が最も上回ったエリアBにおいては，

除却住宅，公共施設などがあまり見られず，公園や未利

用地が比較的多く存在している．このような，公園や川，

未利用地などが多く存在する住宅数の少ないメッシュで

は，正しい予測が難しいことが分かった．対象に，予測

値が最も上回ったエリアCでは，比較的公共施設などが

多くみられ，残存住宅も多い地域であり，次年度出現す

る条件に当てはまるが，実際には住宅の出現はほぼ見ら

れなかった．ここは，対象年度より以前に住宅が同時期

に出現し，比較的新しい住宅が存在しているため，残存

住宅が多くなり，出現住宅が少なくなったと考えられる．  

以上の結果より，本モデルは住宅の出現に関して，予

測していた精度よりは低いものとなったが，要因として

抽出された 7 つの変数，特に t 出現住宅木造住宅数，

log(t 出現住宅数)，log(t-1 除却住宅数), t 現存文教厚生

平均実建蔽率の 4 つの変数は，P 値からも有意性のある

変数であることが示されているので，これらの変数は出

現する住宅に対して少なからず影響力を持っているとい

うことが確認できた．また，モデル自体の信頼性として

は低いものとなっているが，抽出された変数に関しては，

今後の分析の際，指標として使用することが可能である

と考える． 

 

4．まとめ 

本研究では，札幌市の都市計画基礎調査データのうち

建物に関するデータと全建物種別データ（住宅系，商業

系，文教厚生系，工業系）を平成 17 年度から平成 27 年

度の 6 断面のデータを用いて，先行研究で提案した住宅

立地判別モデルの再構築を行い，「出現」に関する精度

の向上を図った．  

 モデル構築に関しては，全ての年度間で分析を行った

結果，最も関係性が強く見られた平成 21 年度，23 年度，

25 年度の 3 年度を使用した．基準年度を平成 23 年度，

予測年度は平成 25 年度とした．初めにモデルの精度低

下を防ぐため住宅以外の建物が多いメッシュは除外した．

次に，前年度H21からH23にかけて「出現」，「消失」

した住宅の各属性値，H23 における建物種別データの 3 

表-4 予測誤差が大きいメッシュの特徴 

 

 
 

 

つの種類のデータを説明変数とし，その中から変数除去

を行い，影響度の高い変数を抽出した．この説明変数を

用いてH25における住宅の出現数を判別するモデルを重

回帰分析により作成した．本モデルによる予測結果では

一定の結果を得られたが，重回帰モデルの信頼性である

決定係数は 0.43 となった． 

今後は，得られた成果と課題を踏まえつつ，重回帰分

析では拾いきることの出来なかった変数を取り扱えるよ

うに，ニューラルネットワークやディープラーニングな

どノンパラメトリックな分析手法を使用し，モデルの精

度向上を行い，考察を行う． 
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出現
木造住宅率

log(出現住宅数) log(除却住宅数)
文教厚生

平均実建蔽率

誤差
(予測値 - 実測値)

C

B

A

場所

69

-62

-132

-60

-28

0.92 4.71 2.30 69.67

説明変数

0.00 0.00 0.00 0.00

0.96 3.83 0.00 0.00

1.00 1.79 0.00 0.00

-69 0.96 3.33 0.00 0.00

-75 0.91 5.08 0.00 0.00

0.93 4.09 0.00 53.00

-20 0.80 3.40 0.00 43.50

：誤差要因（予測値減少） ：誤差要因（予測値増加）
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